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理及び難
民認定法

○日系４世は、日系３世と同等の在留
資格が付与されていない

d I

○日系３世までの日系人については、身分に着目し
制限なく受け入れられ、主として単純労働者として
就労している実態がある。日系人の受入れのあり方
については、身分に着目し制限なく受け入れている
現状を改め、例えば新たに一定の日本語能力、安
定的雇用の確保等を要件とするべきとの意見もあ
り、今後政府部内において検討すべき課題となって

いる。

-

シグマグループ
（株式会社シグマ
テック,株式会社シ
グマフェリーズ）

1 A
日系4世への日系３世と同等の在

留資格の付与

現在日系1世、2世、　3世までを限定として定住者資格、な
らびに就労の自由が与えられているが、4世についても３

世と同等の地位を付与することを求める。

日本在住及び、新たに入国する日系４世に対し、日本
語学校(日本語研修センター）での日本語教育の機会
を与え、日本の労働力強化に寄与する為に、民間企業
による健全な受け入れが可能となる環境を整備する。

日系４世は、出入国管理及び難民認定法第７条、第一項の
２の別表第２で、日系３世と同等の資格が付与されていない
が、日本在住の一部の４世等（未成年時で３世の親との帯
同での入国）には実質的認められてはいる模様だが、不公
平である。従い、すべての日系４世に対し日系３世と同等の

地位を付与することを強く求める。

入管法
法務省・外務

省

在日の日系4世については、3世
の両親に帯同して来日している
が、帰国時期が両親の判断によ
る場合がほとんどであり、すで
に就労可能な年齢に達して来て
いるにもかかわらず、定住者資
格及び就労の自由が明確に明
記されていない。又、日本語教
育についてもその年齢層によっ
ては、生活に支障をきたすレベ
ルであり、日本での健全な生活
を営むこと自体が、問題となって

いる。

5039 5039002 z10002
内閣官
房、外務
省

外務省設
置法、内
閣法

○在日外国人の待遇に関しては、各省
庁がそれぞれの施策を実施していると
ころであり、外務省においても、関係行
政機関との連絡調整をしている。
○外国人労働者問題については、内
閣官房において、定期的に外国人労
働者問題関係省庁連絡会議を開催し
ているほか、外国人の在留情報の把
握と在留管理の問題については、「外
国人の在留管理に関するワーキング
チーム」において検討しているところで

ある。

d I

○「小さくて効率的な政府」の実現に向けた行政改
革が進められている中で、新たな組織を設置するこ
とは困難であるが、外国人に関するそれぞれの施
策については、「制度の現状」のとおり、関係省庁の
取組みや関係省庁連絡会議の開催により対処して

いるところである。

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、措置の分
類、措置の概要（対応策）について再検討いただき

たい。
「行政改革の趣旨は、無駄を省く中でやるべきこと
は行うという考えだと思うが、今後もＦＴＡやEＰＡの
締結により外国人労働者の国内受け入れがますま
す増加すると政府自身が予測している中で、外国人
政策を一元的に担当する組織は重要になると考え
られる。スクラップ＆ビルドの中で新組織として立ち
上げる必要性について考えがないのかお教えいた

だきたい。
また、「「小さくて効率的な政府」の実現に向けた行
政改革が進められている」とあるが、現実問題として
外国人に対する課題解決については、効率的であ
るとは言い難い。また、「外国人に関するそれぞれ
の施策については、「制度の現状」のとおり、関係省
庁の取組や関係省庁連絡会議の開催により対処し
ているところ」とあるが、各省庁の具体的な取組の
現状が見えにくく、また依然として省庁間での温度

差を感じざるを得ない。
今回の規制改革要望に対しても、縦割り回答の感
がぬぐえず、我が国における日系人の現状や課題

を総合的に捉えているとは思えない。」

ｃ Ⅰ

○前回お答えしたとおり、「小さくて効率的
な政府」の実現に向けた行政改革が進めら
れている中で、新たな組織を設置すること
は困難であるが、外国人に関するそれぞれ
の施策については、「制度の現状」のとお
り、関係省庁の取組みや関係省庁連絡会
議の開催により対処しているところである。

外国人集住都市会
議　座長　四日市市
長　井上哲夫

2 A
外国人に関する総合的な政策推
進のための組織の設置

将来的には、外国人に関する政策を一元的に担当する組
織（例えば「外国人庁」あるいは「多文化共生庁」）が必要
となることが予想されるが、当面の措置として、外国人の
受け入れに関する政策と在住外国人に関する政策を総合
的に企画立案し総合調整する部署（例えば「総合的外国
人政策推進室」あるいは｢多文化共生推進室｣）を内閣官

房又は内閣府に設置すること。

【規制の現状】内閣官房の「外国人労働者問題関係省庁連
絡会議」は、各省庁の施策の調整を行うものの、国としての
総合的な外国人政策を企画立案する権限を有しない。ま
た、内閣官房「外国人の在留管理に関するワーキングチー
ム」は、犯罪対策閣僚会議の下に設けられ、外国人の在留
に関する情報を正確に把握し、総合的に管理する仕組みを
構築するとの特定の目的のために設置されているものの、
国としての総合的な外国人政策を企画立案する権限を有し
ない。さらに、内閣府「規制改革・民間開放推進会議事務
局」は、外国人政策に関する要望を受理し、各省庁に資料
の提出を求めるなどの権限を有するものの、総合的な外国

人政策を企画立案する権限を有しない。
【要望理由】平成17年11月に外国人集住都市会議が提出し
た規制改革要望において、外国人に関する総合的な政策推
進体制の整備のための措置を要望したが、現時点では、政
府の理解を得られていない。また、同時期に提出した規制改
革要望に対して、各省庁から回答はあったものの、政府全
体として整合性のある回答とはなっていない。しかし、近年、
国、都道府県及び市区町村が一体となって外国人政策に取
り組む必要性はますます高まってきており、その実施のため
には、各省庁が縦割りで施策を推進する現在の体制を改め
る必要がある。このため、内閣官房又は内閣府に、外国人
政策を総合的に企画立案し、省庁間の連絡調整を行うのに
必要な権限を有する組織を、できる限り速やかに設置すべ

きである。

内閣法、規制改革
民間開放推進会議
令、外国人労働者
問題関係省庁連絡
会議（関係省庁申
合わせ）、外国人
の在留管理に関す
るワーキングチー
ムの設置について
（関係省庁申合わ

せ）

内閣官房、内
閣府

5039 5039003 z10003
警察庁、
法務省、
外務省

ー ー ー ー

ブラジル政府に対し、犯罪人引渡条約の締結を目
指し、同時に、個別事件の訴追を実現することを目
的とした日・ブラジル政府間協議の場を立ち上げる
ことを提案済み。今後早期に協議を立ち上げられる
よう、引き続きブラジル側との調整を行う。

ー

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、措置の概
要（対応策）について再検討いただきたい。

「本要望に対する、政府における迅速な取り組みに
感謝する。現在のブラジル連邦共和国政府との調
整の進捗状況等について、現時点で明らかにできる

ものがあればお教えいただきたい。」

ｂ ー

６月２１日、担当課長をブラジルに派遣し、今後犯罪
人引渡条約の締結を目指し、同時に、個別事件の
訴追を実現することを目的とした協議の場を立ち上
げることを提案した。早期に協議を立ち上げられる

よう、ブラジル政府と調整を進めている。

外国人集住都市会
議　座長　四日市市
長　井上哲夫

3 A
ブラジル連邦共和国との犯罪人
引渡し条約の締結及び代理処罰

制度の確立

日本国内で罪を犯し、ブラジル連邦共和国へ逃亡した容
疑者に対し、「犯罪人引渡し条約」の締結による引渡しや
司法共助による代理処罰など、日本国政府として厳正な

対処を講じること。

現在、日本とブラジル連邦共和国の間には、「犯罪人引渡し
条約」がなく、日本国内で罪を犯したブラジル人が帰国してし
まうと日本の司法による処罰ができない。また、代理処罰制
度も確立していないためブラジル連邦共和国司法当局によ
る処罰もなされていない。そのため、交通事故や殺人事件
の容疑者が身柄拘束前に帰国してしまい刑事罰の適用を免
れている。こうした事態は日本人住民と外国人住民の良好
な関係の構築を妨げるものであり、また外国人への偏見を
助長しかねない。外国人と共に暮らす安全で安心な地域社
会の実現のために条約の締結や代理処罰制度の確立が不

可欠である。

刑法第１条

警察庁長官官
房国際部・刑
事局・警備局、
法務省刑事
局、外務省中
南米局

5051 5051001 z10004
警察庁、
外務省

外務省設
置法第４
条第１３項

一定の条件を満たす中国人に対すし
ては、１年又は３年有効の短期滞在数

次査証を発給している。
d Ⅳ

一定の条件（詳細については外務省ＨＰ参照）を満
たす中国人に対しては、申請人及び招へい人から
の申請内容に基づき、数次査証を発給しており、今
後とも数次査証の申請を慫慂していくこととしたい。
但し、中国人の個人旅行のための（数次）査証発給
については、来日外国人数に占める中国人の不法
残留者数及び来日外国人犯罪における中国人検挙
人員数が大きいことを踏まえ慎重に検討していく必

要がある。

　要望者からの以下の再意見を踏まえ、措置の分
類、措置の内容、措置の概要（対応策）につき再検

討願いたい。
「現在、中国人に対する短期滞在数次査証の発給
対象者は商用目的の者及び文化人に限られてい
る。また、数次査証対象者以外で日本に知人等が
いない者が、単なる観光目的で訪日する場合は一

次査証すら発給していない状況である。
　今後、中国人訪日観光客の増加を図るためには、
不法滞在を発生させる恐れのない職業、所得、海外
渡航実績などの一定の条件を満たす中国人すべて
に対して数次査証の発給を認め、個人での訪日観

光を可能とすることが必要である。」

d Ⅳ

観光目的での訪日を希望する中国人に対
しては、団体観光査証を発給しており、平
成１７年７月より右対象地域を中国全土に
拡大したところである。不法滞在等を発生さ
せることなく中国人訪日観光客の増加を図
るため、①本年７月より団体観光のオプショ
ナルツアーを解禁する（平成１８年６月３０
日付国土交通省プレスリリース「中国から
の訪日団体観光旅行制度の改善につい
て」参照）、②本年８月より在重慶総領事館
で団体観光査証の申請受付を開始する（平
成１８年７月２７日付外務省プレスリリース
「中国国民訪日団体観光旅行の査証取扱
い公館について」参照）等の措置をとってき
ており、今後とも本制度の推移を見つつ、
随時見直しを行っていく考えである。

長崎県 1 A
一定の条件を満たす中国人に対
する数年有効マルチビザの発給

　所得や海外渡航実績等、一定の条件を満たす中国人全
てに対して数年有効のマルチビザ発給を認めてもらいた

い。

　現在、中国人に対する数年有効のマルチビザの発給につ
いては、株式市場上場企業等の管理職等にＡＰＥＣビジネス
数次査証が発給されているところであるが、発給実績が少な

い状況にある。
　今後、不法滞在を発生させることなく中国人訪日観光客の
増加を図るためには、所得、海外渡航実績などの一定の条
件を付して、それを満たす中国人すべてに対して数年有効
のマルチビザ発給を認め、この者については、個人での訪

日観光も可能とすることが必要であるため。

出入国管理及び難
民認定法第６条第

１項
外務省
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5056 5056002 z10005 外務省

旅券法第
２０条及び
同施行令
第１条

国内において旅券手数料を支払う場
合には、当該手数料の額に相当する
収入印紙と証紙を受領証にはって納付

している。

c Ⅱ

国内において国に納付する旅券手数料について、
収入印紙を受領証にはって納付させているのは、安
全で確実かつ簡易に手数料を徴収するためであ

る。
　仮に印紙によらずにクレジットカードによる立替払
いを認めた場合、下記１．及び２．のような問題が
あって申請者に不利益となりかねないことからこれ

を認めるのは相当でない。
　なお、収入印紙自体を購入するためのクレジット
カード決済を認めるか否かについては、当省の所管

でないため回答することができない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．「納入告知書」（財政法第２条、会計法第６条及
び予決令第２９条）の発行が必要となる等追加的な
徴収事務の発生により人的かつ事務コスト増となっ
て行政コストを圧迫し、その結果手数料の増額は必

至。
２．旅券手数料は国と都道府県の双方別々に支払
う必要がある。（例：１０年旅券であれば国に14000
円、都道府県に2000円をそれぞれ支払う必要があ

る）

要望主体からの以下の更なる意見を踏まえ、改め
て回答されたい。

「収入印紙を購入する為のクレジットカード決済を認
めるか否かについては、所轄外であり回答できない
とのことであるが、所轄官庁が収入印紙のクレジット
カード決済を認めた場合、外務省としては収入印紙
のクレジットカード決済については問題無しとして良

いか確認させていただきたい。」

Ｃ Ⅱ

仮に収入印紙（及び証紙）のクレジットカード決済に
ついて所管官庁等が認めた場合には外務省として
現行事務処理体制に変更がないのであれば特段問
題はないと考える（収入印紙と証紙を受領証にはっ
て旅券手数料が納付されるのであれば、これらの購
入方法を問わず外務省として特段問題はない）。

クレジットカード普及
連絡会

2 A
パスポート申請費用に係わるカー

ド決済導入の件
パスポート申請費用をクレジットカードで決済することによ

り、申請者の支払い利便性を高める。

①国や地方自治体に対し、クレジットカード会社が、申
請者に替わり立替払いを行う。

②収入印紙の購入・貼付なく、交付窓口において申請
費用のクレジットカード決済を可能とする。

③または、収入印紙購入のクレジットカード決済を可能
とし納付手段の多様化を実現する。

○印紙の購入・貼付をなくし、交付窓口において申請費用を
クレジットカード決済できるようになれば、申請手続きが一本
化され申請者側の手続きにおいて利便性が向上する。仮
に、交付窓口における申請費用のクレジットカード決済が困
難であった場合においても、印紙購入場面においてクレジッ
トカード決済を導入することで、申請者側の支払い利便性の

向上につながるものと考える。
○一方、収納者側にとっても現金の取扱いが無くなり事務の
効率化がはかれるため、申請者・収納側双方にメリットが生

じる。

・旅券法
・印紙税法

外務省および
各都道府県庁

5057 5057139 z10006 全省庁 特になし 個別の契約に基づく Ａｄ ー

個々の契約に基づく合意事項であり、規制が存在
するわけではない。なお、無制限な債権の譲渡は、
国の債務権利関係を複雑化し（債主が特定できなく
なる）、契約当事者の一方である国に過剰な事務負
担を生じせしめる可能性があるため好ましくないと
考えているが、全省庁で統一的な対応がされるので

あれば、外務省としては検討可能。

ー

要望主体からの以下の更なる意見、および、他省
庁における対応状況も踏まえて、改めて検討される
とともに、検討のスケジュールにつき示されたい。

「多くの省庁においては、債権譲渡禁止特約の解除
が行われているものの、各省庁回答によれば、財務
省（平成18年度中実施に向けて検討）、法務省（引
き続き検討）、外務省（全省庁で統一的な対応され
れば検討可能）においては債権譲渡禁止特約の解
除が未実施であるため、全省庁の統一的な対応に
向けて、未実施省庁の早急な対応を強く要望す

る。」

Ad -
一定の金融機関に対する債権譲渡禁止特約の解
除は既に実施済み。また、全省庁の統一的な指針

が示されれば検討可能。

（社）日本経済団体
連合会

139 A
国・地方公共団体向け金銭債権
の証券化に係る譲渡禁止特約の

解除

　各省庁・地方公共団体向け金銭債権につき、速やかに
譲渡禁止特約を廃止すべきである。そのため、各省庁共
通のルール（①譲渡先が金融機関の場合は債権譲渡禁
止特約の適用除外とする、②事前承認手続を大幅に簡素
化する、③債権譲渡に対する取扱いを統一する）を策定
し、売買契約・請負契約に反映すべきである。地方公共団
体についても同様の統一的な取扱うべきである。

　資産流動化を促進する上で、債権譲渡禁止特約の存在が
障害となっている。債権譲渡禁止特約の廃止に向けて、各
省庁、地方自治体が共通ルールの下で着実に取り組むこと

が求められる。

全省庁、地方
公共団体

　国の機関及び地方公共団体
向けの金銭債権については、譲
渡禁止特約が付されていること
が多く、当該金銭債権の証券化
等を行うことができない。

  近年、一部の省庁においては
事前に承認を得ることにより譲
渡を認めたり、特定の譲渡先に
ついては債権譲渡禁止条項適
用の例外とする等、企業におけ
る売掛債権を活用した資金調達
の支援・促進が図られている。
  しかしながら、依然として省庁
による対応のバラツキ、事前承
認手続きの煩雑さ、不透明さ等
の問題が残されている。

5066 5066004 z10007 全省庁 特になし 個別の契約に基づく Ａｄ ー

個々の契約に基づく合意事項であり、規制が存在
するわけではない。なお、無制限な債権の譲渡は、
国の債務権利関係を複雑化し（債主が特定できなく
なる）、契約当事者の一方である国に過剰な事務負
担を生じせしめる可能性があるため好ましくないと
考えているが、全省庁で統一的な対応がされるので

あれば、外務省としては検討可能。

ー

要望主体からの以下の更なる意見、および、他省
庁における対応状況も踏まえて、改めて検討される
とともに、検討のスケジュールにつき示されたい。

「多くの省庁においては、債権譲渡禁止特約の解除
が行われているものの、各省庁回答によれば、財務
省（平成18年度中実施に向けて検討）、法務省（引
き続き検討）、外務省（全省庁で統一的な対応され
れば検討可能）においては債権譲渡禁止特約の解
除が未実施であるため、全省庁の統一的な対応に
向けて、未実施省庁の早急な対応を強く要望す

る。」

Ad -
一定の金融機関に対する債権譲渡禁止特約の解
除は既に実施済み。また、全省庁の統一的な指針

が示されれば検討可能。

社団法人リース事
業協会

4 A
国・地方自治体向け金銭債権の
証券化に関する債権譲渡禁止特

約の解除

各省庁及び地方自治体において、統一的かつ早急に債権
譲渡禁止特約の解除の対象となる契約（リース契約等）及
び譲渡対象者の拡大（特定目的会社等）を望む。

各省庁及び地方自治体ごとに対応が異なり、引き続き、統
一的かつ早急な対応が求められる。

全省庁、地方
自治体

5083 5083004 z10008 全省庁

①独立行
政法人通
則法、外
務省評価
委員会令
②外務省
組織令
外務人事
審議会令
③外務省
組織令第
９０条・第
９２条　海
外交流審
議会令

①特段公開に関する規定はない。
②審議会そのものは傍聴可能とはなっ
ていないが、審議会の概要は外務省Ｈ

Ｐで公開されている。
③海外交流審議会は、「審議会等の整
理合理化に関する基本的計画」（平成
１１年４月２７日閣議決定）にある「審議
会党の運営に関する指針３．議事（４）
公開」に基づき、審議会総会終了後速
やかに会議概要を外務省ホームペー
ジに掲載することをもって一般に公開

している。

①ｃ
②ｃ
③ｃ

①該当無
し
②Ⅳ

③該当無
し

①傍聴など原則公開については業歴勘案率などの
役員の退職金に関する議論や法人の内部管理に
関する議論も含めて率直な議論を行っていることか

ら、個別に判断すべき
②外務人事審議会の審議には、人事に係る議題等
も含まれており、その内容全てを公開することは適

切ではないため。
③審議会開催数日後には議事要旨等を外務省
ホームページに掲載しており、国民が審議情報を知

る上でのタイムラグはほとんど生じない。

①情報公
開法第５
条第２項
及び第６
項を参
照。
②
③

要望者より以下のとおり再意見が来ており、再度、
貴省からの回答を頂きたい。

（１）内閣府・金融庁，総務省，厚労省，農水省，経
産省，国交省，環境省など，大半の府省庁が原則
「公開」しているのに比べ，財務省・外務省・文部科
学省が「非公開」にしている説得性のある理由の説
明がありません。これら省の審議会は，国民の生活
に深く関連する審議を行い，議事録も公開されてい
るのですから，審議会を公開し，傍聴可としても，何
ら問題は生じないはずで，支障のある場合のみ「非
公開」とすれば良いのではないでしょうか。

（２）公開・傍聴について，以前に電話（財務省に）で
問い合わせた時には，会場場所が取れない，とのこ
とでしたが，積極的な情報公開と行政の透明性が求
められてきているのですから，審議会の「非公開」規
制は撤廃し，原則「公開」とし，国民が情報を速やか
に知り，タイムリーな正確な情報入手と合意形成を
進めることが可能な措置が早急に必要とされるので

はないでしょうか。

①ｂ
②C
③調
整中

①該
当無し
②該
当無し
③調
整中

①傍聴など原則公開については業績勘案率等の役
員の退職金に関する議論や法人の内部管理に関
する議論（独法等の保有する、情報公開法に照らし
て不開示義務を有する文書）も含めて率直な議論を
行っていることから個別に判断すべきであるが、ど
の部分を公開（傍聴可）とするか等、具体的な対応
振りについては、今後、評価委員会で検討すること
とする。決定までに要する時間は未定であるが、結
論が得られ次第、公開できる情報についてはＨＰ等
で公表することとする。
②（１）外務人事審議会の任務には以下の８つがあ
る。（イ） 職員による勤務条件に関する行政措置の
要求についての事実審査及び判定、（ロ）外交機密
漏えいを理由とする懲戒処分についての不服申立
てに係る事案の調査、（ハ）名誉総領事及び名誉領
事の任命に関する外務大臣への意見の提出、（ニ）
外務省本省に勤務する外国人の採用に関する外務
大臣への意見の提出、（ホ）人事管理に係る政令案
の立案及び外務省令の制定又は改廃の審議、（ヘ）
在勤手当改訂額の外務大臣への勧告、（ト）上記事
項に関する外務大臣への意見の提出、（チ）特命全
権大使の任免に係る外務大臣による内閣への申出
に関する外務大臣への意見の提出
（２）以上からも明らかなように、外務人事審議会の
審議の多くは公開に馴染まない人事に係る議題で
ある（また直接人事に関係ない任務であっても、そ
の審議の中で人事に係る議論が行われることがあ
る。）。したがって、同審議会の審議を傍聴可とする
場合、実質的に審議を進めることができなくなってし
まい適切ではないと考える。他方、例えば（１）（ヘ）
のように、公開できるものについては、詳細な議事
要旨等を外務省ＨＰ等に速やかに掲載することで対
応している

特定非営利活動法
人「子どもに無煙環
境を」推進協議会

4 A
政府省庁の審議会は原則的に公

開（傍聴可能）とすべき

　例えば厚生労働省の審議会（厚生科学審議会地域保健
健康増進栄養部会や中央社会保険医療協議会など）は公
開（傍聴可能）で，事前にホームページで広報させている。
　しかし，例えば財務省の財政制度等審議会たばこ事業
等文科会，税制調査会など）は，財務省のホームページの
週間予定には掲載されているが，非公開となっている。こ
れら審議会等は，公開（傍聴可能）とすべきである。

政策決定のための審議会の審議を国民が傍聴するこ
とにより，審議の透明性が高まり，かつ国民も情報を速
やかに知ることにより，早期の情報入手と対応が可能

になる。

　政府省庁の審議会の資料が後日（１～２週間後）そのホー
ムページで公開され，１～数カ月後には議事録が公開され
ているようであるが，国民が審議情報の詳細を知るには余り

にタイムラグがあり過ぎる。
　マスメディアにのみ公開したり，会後，審議会長が記者発
表や会見をする場合もあるが，あわせて公開（傍聴可能）を

制度化すべきである。
　動きが早くなっている政策決定や実施にあたって，国民の
知る権利を保証し，合意形成を進めるためには，これは不可

欠な制度である。

全省庁


